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「土地月間」仙台講演会（10/27）のご案内
平成 23 年度

基調講演 最近の地価の動向と今後の土地政策

宮城県の被災地を中心とした地価動向について

大震災後の日本経済のゆくえ

国土交通省 土地・建設産業局次長　　塚本  和男 氏

日本不動産研究所 東北支社  支社長代理　　濱田  雄一

学習院大学経済学部  教授　　岩田  規久男 氏

研究報告

特別講演

ご案内

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

仙台講演会：テーマ『大震災後の不動産市場と日本経済』

会場ご案内図

参加申込方法

お問い合わせ先

開催日：平成 23年 10月 27日（木）
時　間：13：15～ 16：30（開場：12：30～）
会　場：仙台商工会議所７階　大会議室
　　　　  〒980-8414  仙台市青葉区本町 2-16-12
　　　　  TEL. 022-265-8124
定　員：先着 120名　　　参加費：無　料
※ご参加の方には、ベーシック不動産入門（日本経済新聞
社）を進呈いたします。 

ご参加お申込は、裏面申込書に必要事項をご記入
の上、平成 23年 10 月 13 日（木）までに
FAX（022-265-5384）でお申込ください。

日本不動産研究所　東北支社
〒980-0811  仙台市青葉区一番町 4-6-1
　　　　　 　仙台第一生命タワービル２階
　　　　　 TEL. 022-262-6586

　謹啓　この度の未曾有の震災に遭われた皆様方に、心よりお見舞い申し上げますとともに、一日も早い復興を願っており
ます。
　平素は、当研究所の業務運営に関しまして格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　当研究所は「不動産に関する理論的及び実証的研究の進歩発展を促進し、その普及実践化と実務の改善合理化を図ること」
を目的として昭和 34 年に設立されました。平成 21 年に創立 50 周年を迎え、本年 5月 2日に一般財団法人に移行しました。
　このたび、国土交通省が 10月に定める「土地月間」の関連行事の一環として当研究所主催、国土交通省並びに宮城県及び
仙台市のご後援、社団法人宮城県不動産鑑定士協会及び仙台商工会議所のご協賛による講演会を、下記により開催すること
といたしました。
　未曾有の震災により大きな転換期を迎えた日本経済と不動産市場、地価動向等につきまして、それぞれ専門の立場から解
りやすく最新の情報を織り交ぜながらご講話いただきます。
　つきましては、ご多用中とは存じますが、皆様お誘い合わせのうえ是非ご参加いただきたくご案内申し上げます。

敬具　
　　平成 23 年 9 月吉日

一般財団法人 日本不動産研究所
理　事　長　　五十嵐健之
東北支社長　　齋藤　　明

塚本  和男（つかもと  かずお）
国土交通省土地・建設産業局次長。1956年 名古屋市生まれ。1979年 東京大学法学部卒業。同年 農林水産省入省。2004年 
同省大臣官房環境政策課長。2005年 水産庁漁政課長。2007年 農林水産技術会議事務局研究総務官。2009年 近畿農政局長。
2011年８月より現職。

岩田  規久男（いわた  きくお）
1973年東京大学大学院経済学研究科博士課程修了。上智大学経済学部助教授、米国カリフォルニア大学バークレイ校客員研
究員、上智大学教授を経て、98年より現職。専門は金融論、経済政策、日本経済論。主な著書に『デフレの経済学』『金融危
機の経済学』『世界同時不況』『デフレと超円高』等のほか、新刊に『経済復興－大震災から立ち上がる』がある。
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ＦＡＸ送信紙

開催：平成 23年 10 月 27 日（木）
開場：12：30 ～
講演：13：15 ～ 16：30

参加者の
お名前（役職名）

勤務先・部署

勤務先住所

電話番号

FAX番号

◎恐れ入りますが、準備の都合上 10月 13 日（木）までに本紙にてお申込下さい。
　なお、定員になり次第締め切らせていただきますのでお早めにお申込下さい。

HP

個人情報保護について

お送りいただいた個人情報は、厳重に保管し、本講演会に関する事務処理と新しい講演会等の
情報発信に使わせて頂きます。

平成 23年度「土地月間」

日本不動産研究所　東北支社　行

（　　　　　　）

（　　　　　　）

（　　　　　　）

（　　　　　）

（　　　　　）

〒

参加申込書

FAX番号　022－265－5384
一般財団法人日本不動産研究所　東北支社

〒980-0811 仙台市青葉区一番町４－６－１ 仙台第一生命タワービル２階
TEL. 022－262－6586

仙台講演会

『大震災後の不動産市場と日本経済』
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